
 

図 1 庄内川右岸 6.0km 地点の地質横断図 

 

図 3 堤体内の浸潤位置（飽和度分布：Case3） 

 

図 4 入力地震動 

0 50 100 150 200 250 300
-800

-400

0

400

800

time (sec)

ac
ce

le
ra

ti
on

 (
ga

l)

空気～水～土骨格連成有限変形解析に基づく 
南海トラフ地震に対する大規模河川堤防の挙動に及ぼす河川水位の影響評価 
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1. はじめに 

東北地方太平洋沖地震では河川堤防も甚大な被害を受けた．一方で，近年では台風・集中豪雨による河川堤防の被災

が相次いで発生しており，浸透・地震に関する複合外力に対応できる地盤解析ツールによる河川堤防の照査が必要とな

る．本報では，SYS Cam-clay model1)を搭載した動的／静的対応空気～水～土骨格連成有限変形解析コード 2)を用いて，

実在する大規模河川堤防を対象に浸透条件下で地震応答解析を実施した．ただし，簡単のため，地下水位は基礎地盤の

地表面と一致しているものとし，基礎地盤は飽和状態，堤体は飽和・不飽和の両状態を扱う． 
2. 解析条件 

本報は庄内川右岸 6.0km 地点の堤防を対象とす

る．図 1 のように地層構成は粘性土層と砂質土層

が互層を成しており，別報 3)では同地点における

浸透破壊に対する検討を実施している．使用する

SYS Cam-clay model1)の土質パラメータは現地で

採取した試料の力学試験結果から決定している．

基礎地盤の透水係数は過去に近傍で実施された現

場透水試験の結果 4)を用いた．不飽和状態を扱う

堤体の水分特性曲線は Carsel and Parrish5)の van 
Genuchten 式 6)の silt の値を用い，透水係数と透気係数の式には Mualem モデル 7)を用いた．また，堤防は原地盤の状態

から有限要素メッシュを追加・削除する手法 8)を用いて解析断面を作製後，T.P.0.0m を位置水頭の基準として河川水位

を上昇させ，定常状態となるまでその水位を維持した．河川水位の上昇速度は 2000 年に発生した東海豪雨時に庄内川枇

杷島観測所にて記録された河川水位の時刻歴 9)を参考に算出し，Case1：T.P.-0.18m（低水位），Case2：T.P.2.53m（中水

位），Case3：T.P.5.22m（高水位）の河川水位を設定した（図 2）．河川水位上昇時には，川表側の河川水位よりも下に

位置する土要素には河川水位に対応した全水頭境界を設定し，その他の川表側の土要素および川裏側の土要素には浸出

面境界を設定した．図 3 には定常状態となった Case3 の飽和度分布を示す．河川水位の上昇によって堤体内に浸潤面が

概ね放物線形状で形成されている様子が見て取れる． 

 
Case1 低水位の場合 Case2 中水位の場合 Case3 高水位の場合 

図 2 各解析ケースにおける河川水位 
 

地震応答解析に際して，下端はせん断波速度 300m/sec
の粘性境界，左右両端の要素に側方境界要素単純せん断変

形境界 10)を設定した．入力地震動は南海トラフ 5 連動地震

（陸側ケース）の NS 成分である（図 4）．地震動入力後

は下端の加速度の入力を止める以外は全く同じ解析条件で

50 年間の圧密計算を行った． 

3. 解析結果 
図 5 は各解析ケースにおける地震直後のせん断ひずみ分

布を示す．地震中に大きく沈下する挙動が確認できるが，

せん断ひずみ分布に着目すると各解析ケースでひずみの生

じ方が異なっている．Case1 では川表側（図の左側）へ変

形しているのに対し，Case3 では川裏側（図の右側）へ変

形している．Case2 では若干川表側への変形が大きいが，

Case1 と Case3 の中間のような変形となっている．川表側

には河川水位に対応する静水圧を表面力として作用させて

いて，河川水位が高いほど堤体は川裏側へ押されるような

状態にある．このため，Case2，Case3 と水位が高くなるに

つれて川表側へ変形しにくくなり，川裏側への変状が大き

くなる．またいずれの解析ケースにおいても平均骨格応力は全体的に減少し，特に基礎地盤上部の砂質土層では大きく

減少して，堤体中央付近の土被り圧の大きい箇所を除いて液状化が生じた． 

Evaluation of river water level influence on deformation of a large levee subject to Nankai trough quake based on soil-water-air 

coupled finite deformation analysis: Noda, T., Yoshikawa, T., Kato, K. (Nagoya University), Kodaka, T., (Meijo University), 

Takaine, T. (GEOASIA Research Society) and LEE KyuTae (CTI Engineering Co., Ltd.). 
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図 6 と図 7 は地震中～地震後の法尻の水平変位と天端

沈下量を示す．図 6 を見ると，河川水位が高くなるほど

右側の法尻の水平変位が大きく，左側の水平変位が小さ

くなっているのがわかる．このため，せん断ひずみ分布

からも見て取れたように，河川水位が高いほど川裏側へ

変形し，堤体近傍の住宅や構造物の被害が拡大する可能

性があることが明らかになった．また地震後には水平変

位が小さくなるが，これは地震中に生じた過剰間隙水圧

の消散とともに基礎地盤・堤体が沈下し，法尻が引き込

まれたためである．図 7 の天端沈下量を見ると，いずれ

の解析ケースにおいても 3m 程度の大きな沈下が生じた．

本報の解析結果における地震直後の最大沈下量は Case1
の 2.98m であり，これは堤防高の約 40%にあたる．河川

構造物地震対策技術検討委員会（1996）の調査によると，

明治以降に発生した地震による河川堤防の沈下量は堤防

高の 75%以内であることから，概ね妥当な解析結果が得

られたものと考えている．河川水位が高くなると川裏側

への変形が大きくなるが，この堤体の川裏側には大きな

段が設けられているため，堤体が段に支えられる形にな

り沈下量が小さく抑えられたものと考えられる．しかし，

Case3 では地震入力終了時の堤防高は計画高水位を下回

るため越水し，堤内地が浸水する恐れがある． 
4. おわりに 

庄内川右岸 6.0km 地点の堤防を対象とした地震応答解

析により，地震中に基礎地盤内の砂質土層が液状化し，

堤体の沈下や側方流動が生じることがわかった．このと

き河川水位が高いほど堤体が川裏側に強く押されている

ため，川裏側へ大きく変形し，堤防近傍の住宅や構造物

の被害が拡大する可能性がある．堤防天端の沈下量はい

ずれの河川水位の場合でも 3m 程度と大きく，洪水時な

ど高河川水位状態であった場合には，堤防高が河川水位

を下回って越水し，堤内地が浸水する恐れがあることを

示した．今後は，複合外力下における三相系解析ならで

はの解析結果をより多く示していく予定である． 
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(a) Case1 

 
(b) Case2 

 
(c) Case3 

図 5 地震直後のせん断ひずみ分布

 

図 6 法尻の水平変位 

 

図 7 天端沈下量 
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